
インド・東南アジア経済の動向第５節

（1）実質 GDP成長率
　新型コロナウイルス感染拡大の影響により 2020 年
のインド、東南アジア（ここではインドネシア、タイ、
マレーシア、フィリピン、シンガポール、ベトナムを
指す。）の経済は大きく下押しされ、ベトナム以外は
マイナス成長となった。2021 年はその反動でプラス
成長となっている（第Ⅰ-2-5-1 図）。

　2021 年の実質 GDP について 2019 年比で見ると、
ベトナム、シンガポール、インドネシア、インドは
2019 年の水準を上回ったものの、タイ、マレーシア、
フィリピンは回復が遅れ、同水準を下回った（第Ⅰ
-2-5-2 図）。2021 年の四半期の動きを 2019 年同期比
で見ると（同図）、変異株による感染の再拡大やワク
チン接種の遅れもあり、インドでは第 2 四半期、東南
アジアでは第 3 四半期にシンガポール以外の国々で下
押しされた。季節調整値が公表されているシンガポー
ル、フィリピン、タイ、マレーシアについて 2019 年の第
4 四半期を 100 として推移を見ても、シンガポールは
2021 年第 1 四半期に 100 を超え、その後も堅調に推
移しているが、タイ、マレーシア、フィリピンは回復
に時間がかかっており、直近の 2021 年第 4 四半期に
おいても 100 を下回っている（第Ⅰ-2-5-3 図）149。

（2）輸出
　各国の財輸出（原数値ベース）について、2019 年
各月の平均を 100 として 2020 年 1 月以降の推移を見
ると、感染拡大とそれに伴う制限措置が取られた時期
には落ち込みが見られるものの、中国や米国の経済回
復等を背景におおむね堅調に、特に 2021 年後半以降
はここで取り上げている全ての国で 100 を上回って推
移している（第Ⅰ-2-5-4 図）。

1．経済の動向

備考：インドの年データは年度（4 月～翌年 3 月）。
資料：各国統計、CEIC Database から作成。

第Ⅰ-2-5-1 図　
各国の実質 GDP 成長率（前年比・前年同期比）
（％）
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備考： インドの年データは年度（4 月～翌年 3 月）。ベトナムは 2021 年、
2020 年の前年比から 2019 年の実質 GDP を試算。同四半期について
は、2020 年以前の実数、また一部の前年同期比が公表されていない
ため、除外。

資料：各国統計、CEIC Database から作成。

第Ⅰ-2-5-2 図　
2019 年比で見た 2020 年、2021 年の実質 GDP 成長率
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資料：各国統計、CEIC Database から作成。

第Ⅰ-2-5-3 図　
実質 GDP の推移（季節調整済、2019 年 Q4 ＝ 100）
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149	本節は 2022 年 4 月末時点で記述。
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＜世界のサプライチェーンへの影響＞
　東南アジア諸国は、エレクトロニクス関連製品や自
動車部品等の生産により、世界の製造業のサプライ
チェーンにおいて重要な位置を占めている。第Ⅰ-2-
5-5～6 図は、米国、ドイツの集積回路の調達先、第
Ⅰ-2-5-7 図は、日本の点火用配線セット（自動車部品）
の調達先の国別内訳を見たものである。2021 年夏に
デルタ株による感染再拡大が起こった際には、マレー
シアやベトナムで工場の操業が制限された。これらの
国からの部素材調達が困難になったことで、例えば、
各国の自動車生産に影響し、特に日本の落ち込みが大
きかった（第Ⅰ-2-5-8 図）ほか、ASEAN 域内の生産
拠点においても調達に支障が生じたことから、現地製
造企業から調達先の切替えによるコスト増や、切替え
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第Ⅰ-2-5-4 図　各国の財輸出（2019 年平均＝ 100）

資料：各国統計、CEIC Database から作成。

備考： HS コード 8542 類の国・地域別輸入比率。上位 10 か国までを取り、
このうち ASEAN 諸国をまとめて示した。

資料：UN Comtrade から作成。

第Ⅰ-2-5-5 図　
ASEAN からの輸入比率（米国・集積回路・2021 年）

マレーシア、45.5 

（%）

ベトナム、6.6 
タイ、3.2 フィリピン、2.9 

韓国、6.1 

中国、5.7 

メキシコ、3.9 

アイルランド、
3.8 

日本、2.4 

イスラエル、1.4 

その他、19.8 

備考： HS コード 8542 類の国・地域別輸入比率。上位 10 か国までを取り、
このうち ASEAN 諸国をまとめて示した。

資料：UN Comtrade から作成。

第Ⅰ-2-5-6 図　
ASEAN からの輸入比率（ドイツ・集積回路・2021 年）
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第Ⅰ-2-5-7 図　
ASEAN からの輸入比率（日本・自動車部品（点火用配
線セット）・2021 年）

備考： HS コード 854430 類の国・地域別輸入比率。上位 10 か国までを取り、
このうち ASEAN 諸国をまとめて示した。

資料：UN Comtrade から作成。
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先の感染拡大による調達困難リスク等を懸念する声が
聞かれた 150。

（3）消費者物価
　2019 年の各月の原指数平均を 100 として、2020 年
以降の各国の消費者物価指数の推移を見ると、特にイ
ンドの物価上昇ペースが速い（第Ⅰ-2-5-9 図）。イン
ドでは、新型コロナウイルス感染拡大に伴う活動制限
でサプライチェーンが寸断されたことによる供給制約
や天候不良等により、2020 年は食料価格が急速に上
昇している。同年末から 2021 年春までは同価格の上
昇ペースが鈍化したものの、その後は再び上昇ペース
が加速した。また、2021 年を通じて燃料価格が上昇

しており、足下（2022 年 3 月時点）、更に上昇ペース
が加速している（第Ⅰ-2-5-10 図）。2021 年半ば以降、
世界各国の経済活動に伴う需要の拡大や世界的なコン
テナ不足に伴う輸送コストの上昇、国際的な資源高の
影響を受け、インド以外の国々の物価上昇スピードも
増している。今後は、ウクライナ情勢に伴う原油や小
麦の価格上昇の影響を注視する必要がある。

（4）財政・金融政策
① 　財政政策
　各国では、新型コロナウイルス感染拡大による経済
社会への多大な影響に対処するため、各種の財政措置
が講じられている。そうした措置として、貧困層や失
業者向け支援や雇用対策、コロナ禍で特に打撃を受け
た産業セクターへの支援といった下支え策のほか、医
療物資や食料の安定的な確保等、経済のレジリエンス
の強化策等が盛り込まれている（第Ⅰ-2-5-11 表）。
　2010 年からの各国の財政収支対 GDP 比の推移を見
ると、シンガポールや国によってはいくつかの単年の
動きを除いておおむね赤字で推移してきており、コロ
ナ対策による財政出動で 2020 年は、各国とも財政状
況が大幅に悪化した。経済活動の再開により財政状況
の改善が期待されるものの、シンガポールを除いて
2022 年も財政赤字が続く見通しである（第Ⅰ-2-5-12
図）。

第Ⅰ-2-5-10 図　インドの消費者物価内訳指数の推移

備考： 各国の 2019 年 12 月の自動車工業の生産指数（季節調整済）を 100
として 2020 年 1 月以降の各月の推移を見た。

資料：各国統計、CEIC Database から作成。

第Ⅰ-2-5-8 図　
日本、米国、ドイツの自動車工業の生産指数の推移
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第Ⅰ-2-5-9 図　各国の消費者物価

備考：各国の 2019 年の各月の原指数の平均を 100 とした。
資料：各国統計、CEIC Database から作成。
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150	上野渉（2021）「新型コロナ感染拡大による製造業サプライチェーンへの影響懸念、インドネシア日系企業（インドネシア、タイ、マレー

シア）」（2021 年 8 月 19 日）（JETRO ウェブサイト）、野木森（2021）を参考にした。
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② 　金融政策
　新型コロナウイルス感染拡大による経済の落ち込み
を金融面から下支えするため、各国中央銀行は政策金
利を引き下げ（第Ⅰ-2-5-13 図）、緩和的な政策スタ
ンスを維持している 151 が、物価上昇圧力の強まりを
受けて金融正常化を探る動きもある。シンガポールは、
為替管理を通じた金融政策を行っているが、2021 年
10 月、2022 年 1 月及び 4 月に、名目実効為替レート
（NEER）の政策バンドの傾きを上昇させる金融引締
めの措置を取っている 152。また、インド準備銀行（RBI）
は 2022 年 4 月 6～8 日の金融政策会合で政策金利を過
去最低の 4％に据え置いた一方、新たに常設預金ファ
シリティ（SDF: Standing Deposit Facility）を導入し、
誘導性調整ファシリティ（LAF）のコリドー（金利
コリドー）の下限を従来のリバース・レポレート
（3.35%）から SDF（3.75%）に変更、コリドーの幅

をコロナ前の 50bp に戻した。なお、インド準備銀行
は 6 月の定例会合を待たず、5 月に利上げ（4.0% から
4.4%）に踏み切った（利上げは 3 年 9 か月ぶり）。
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第Ⅰ-2-5-11 表　各国のコロナ対応のための財政措置の例（2020～2021 年）

第Ⅰ-2-5-12 図　各国の財政収支対 GDP 比

資料： IMF 「Policy Responses to Covid-19 」（https://www.imf.org/en/Topics/imf-and-covid19/Policy-Responses-to-COVID-19#P）、福地亜希（2021a）「イン
ドの経済情勢と今後の見通し～コロナ後は金融セクターと地政学リスクに焦点～」（2021 年 8 月 31 日）から作成。

備考：インド、マレーシア、タイ、ベトナムは 2020 年以降、インドネシア、フィリピンは 2021 年以降、シンガポールは 2022 年以降、見通し。
資料：IMF 「World Economic Outlook （April,2022）」から作成。

備考： グラフは 2022 年 5 月 4 日時点のデータで作成。シンガポールは為
替管理を通じた金融政策をとっているため図示しない。

資料：各国統計、CEIC Database から作成。

第Ⅰ-2-5-13 図　各国の政策金利の推移
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インドネシア 2020 年に 579.8 兆ルピア、2021 年に 699.4 兆ルピアの予算措置等。ヘルスケア、低所得層への食料支援、現金支給、ユーティリティ
補助、失業給付の拡充、税制上の措置、国有企業への資本注入や中小企業へのローン・リストラクチャリング等。

タイ
2020 年度に 1.5 兆バーツ、2021 年度に 3.2 兆バーツの予算措置等。ヘルスケア、労働者・農業従事者・起業家支援、ソフトローンや
税制上の措置、ユーティリティ補助、中小企業支援、地域の観光セクターへの補助、中小企業支援、観光セクター支援パッケージ“We 
Travel Together”等。

マレーシア 複数回の景気刺激パッケージ（例えば 2020 年に① 60 億リンギ、② 250 億リンギ、③ 100 億リンギ、④ 210 億リンギ、⑤ 100 億リ
ンギ、2021 年に 200 億リンギ）等のほか、2021 年に社会保障措置、税制措置関連で 150 億リンギ等。

シンガポール
2020 年に 920 億シンガポールドルの予算措置、2021 年（度）に 110 億シンガポールドルの予算措置等。低所得層・失業者向け支援、
雇用補助金、企業への貸付、R ＆ D 投資支援、ヘルスケア関連物資の備蓄、食料面のレジリエンス確保、ワクチン接種、職業訓練、航空・
観光・輸送・娯楽産業向け支援等。

フィリピン 2020 年に GDP 比 4.4% の予算措置等。社会的保護、現金給付、ぜい弱な雇用労働者や中小企業向けの支援、コロナ医療支援、農業や
教育、輸送、観光セクター等向け支援等）。また、対内投資促進の観点から外資系企業の法人税引き下げ等。

ベトナム 2020 年に 291.7 兆ドン、2021 年に 115 兆ドンの予算措置等。税制上の措置、土地賃借料減免等。

インド
2020 年 3 月以降、貧困層向け対策、3 弾からなる経済対策（「自立したインド」1.0～3.0。零細・中小企業向け支援、出稼ぎ労働者・
小規模事業者・農家等向け支援、農業インフラ支援、州政府向け無利子ローン、医療デジタル化推進、ワクチン開発支援、観光業支援、
各種信用保証スキーム等）、2021 年 6 月に追加経済対策。総額は 30 兆ルピー超となるが、重複分もあり実際の支出は GDP 比 3% 弱。

�
151	2022 年 4 月現在。
152	西濵（2022）
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（1）	ウィズ・コロナへの政策シフトと今後のリス
ク要因

　東南アジア諸国やインドでは、複数回の新型コロナ
ウイルス感染拡大の波が起こっており（第Ⅰ-2-5-14
図）、経済の動向も感染拡大（とそれに伴う活動制限）
の状況に左右されてきたといえる。ワクチン接種の進
展の程度（第Ⅰ-2-5-15 図）にも大きく影響された。
シンガポールは、比較的早い時期にワクチン接種が進
んだこともあり経済回復も堅調に進んだが、ワクチン
接種が遅れたタイやマレーシア、フィリピンでは経済
回復のスピードも緩慢である。

　海外からの入国制限や消費の下押しで、内需の回復
には時間が掛かっているが、世界経済の回復に伴う輸
出の伸びもあり、2021 年第 4 四半期には各国経済も
回復基調を強めている。また、徐々にワクチン接種が
進んだことで、各国では新型コロナウイルス感染症を
「エンデミック（流行の定常化）」とみなし、ワクチ
ン接種を進めながら経済活動を継続する「ウィズ・コ
ロナ」へと政策をシフトさせている。2022 年 1～3 月
は、オミクロン株による感染が拡大したが、重症化率
が低く医療体制がひっ迫する事態にはなっていないこ
とから、ロックダウンなどの厳格な制限措置は採られ

2．経済回復の特徴と課題
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第Ⅰ-2-5-14 図　ASEAN、インドの新型コロナウイルス新規感染者数の推移（7 日平均）

第Ⅰ-2-5-15 図　ワクチン接種完了人数の割合（人口当たり）

資料：Our World in Data （Refinitiv より取得）から作成。

備考：既定の回数のワクチン接種を完了した人の総数 / 総人口
資料：Our World in Data（Refinitiv より取得）から作成。
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ていない 153。海外からの入国制限の緩和（ワクチン
接種済みの入国者に対する隔離措置の免除等 154）も
徐々に進められており、これまで低迷を余儀なくされた
観光関連セクター等の回復やビジネス人材の往来の本
格再開による貿易・投資活動の活発化等が期待される。
　こうした「ウィズ・コロナ」政策の下で、経済回復
の動きが加速することが期待されるものの、ロシアに
よるウクライナ侵略に伴う地政学的緊張の高まりによ
る国際的な資源・コモディティ価格や輸送費等の上昇
に伴うインフレの進行、米国の金融政策の正常化の影
響（資本流出や通貨下落、金融の不安定化リスク等）
に注意が必要である。また、「ゼロコロナ」政策を敷
く中国において足下（2022 年 4 月時点）、オミクロン
株の感染拡大に伴うロックダウン等、制限措置の厳格
化が見られ、経済の下押しが懸念される。中国経済の
減速に伴う需要減や、中国における生産停止によるサ
プライチェーンへの影響等に注意が必要である。直近
の国際機関（IMF）の実質 GDP 成長率の見通しにつ
いては第Ⅰ-2-5-16 表のとおりである。

（2）中長期的な成長に向けた取組
　東南アジア諸国やインドにおいては、コロナショッ
クからの回復のための予算措置が講じられ、各種政策
パッケージが実施されているところであるが、経済の
回復が進むにつれ、足下の問題への対応に加えて、こ
れまで各国が直面してきた構造的な問題や中長期的課
題への取組の重要性が改めて意識されると考えられ
る。例えば、根強く残る貧困や社会的弱者をめぐる課

題、いわゆるインフォーマル経済に包含されてぜい弱
な雇用環境にある人々や衛生・安全面で問題のある労
働環境等のディーセントワークをめぐる課題、医療や
水、電力といった基本的なインフラ不足の問題、サプ
ライチェーンの寸断による供給途絶の問題、気候変動
問題を始めとするサステナビリティをめぐる課題、ま
た「中所得国の罠」（第Ⅰ-2-5-17 図）として捉えら

れている経済発展と成長をめぐる課題等が挙げられ
る。各国はコロナ禍前より、中長期的な成長戦略を策
定して取組を進めてきている。近年のテーマとしては、
デジタル経済化や、デジタル技術を通じた第四次産業
革命の推進、投資促進といった経済の高付加価値化・
産業高度化を目指す取組、気候変動問題への対応など
サステナビリティの実現を目指す取組が大きな軸と
なっている（第Ⅰ-2-5-18 表）。

① 経済の高付加価値化・産業高度化に向けた取組
　経済の高付加価値化・産業高度化に向けた取組につ
いて、中所得国の滞留年数が長く高齢化が進みつつあ
るタイ、輸出における一次産品の比率が高いインドネ
シアに加えて、人口規模とデジタル経済の発展がもた
らす成長のポテンシャル 155 に期待が集まる一方、製
造業の発展に課題があり貿易赤字を抱えるインドの 3
か国を例にとり、各国の取組と課題について概観する。

●タイ
　タイは東南アジアの中でも早くに産業化が進み、貿
易や対内投資の拡大によって成長を遂げてきた。日本

第Ⅰ-2-5-17 図　中所得国滞留年数

資料： Felipe, Jesus et al.（2014）「Middle-Income Transitions： Trap or 
Myth？」（ADB Economics Working Paper Series No.421, November 
2014, Asian Development Bank）、World Bank 「World Development 
Indicators」から作成。
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フィリピン
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第Ⅰ-2-5-16 表　実質 GDP 成長率の見通し（IMF）

備考：各国とも 2021 年は見込み値。
資料：IMF「World Economic Outlook (April,2022)」から作成。

2021 2022 2023
ブルネイ -0.7 5.8 2.6 
カンボジア 2.2 5.1 5.9 
インドネシア 3.7 5.4 6.0 
ラオス 2.1 3.2 3.5 
マレーシア 3.1 5.6 5.5 
ミャンマー -17.9 1.6 3.0 
フィリピン 5.6 6.5 6.3 
シンガポール 7.6 4.0 2.9 
タイ 1.6 3.3 4.3 
ベトナム 2.6 6.0 7.2 
インド 8.9 8.2 6.9 

�
153	斉藤（2022）
154	対象国や PCR 検査の要否等、国により運用は異なる。
155	本書第Ⅱ部第 2 章第 2 節参照。
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からの直接投資も活発に行われており、現地に立地し
て生産や販売を行っている日本企業の数も ASEAN
の中で最多となっている（2020 年 10 月 1 日時点で
5,856 社 156）。
　ASEAN の中の一大製造拠点として発展してきたタ
イであるが、中所得段階に 40 年以上滞留しており（第
Ⅰ-2-5-17 図）、「中所得国の罠」のリスクに対応して
いく必要がある。今後も人口ボーナス期が続くと見込
まれるアジアの後発国や、"China plus One" の有力な
候補地として注目を集めているベトナムなどが労働集
約部門の担い手として関心を集めている中、人口ボー
ナス期を過ぎたタイにとって、産業の高度化・高付加
価値化が大きな課題となっている。特にベトナムがイ
ノベーション面でもタイを追い上げてきていることも
意識されていると考えられる 157。タイは、2036 年の

先進国入りを目指し、産業戦略上の重要分野、将来の
成長分野として、次世代自動車やスマート電子機器と
いった製造部門のほか、高付加価値の観光・メディカ
ルツーリズム、バイオテクノロジー、自動化・ロボッ
ト技術、ロジスティクス、デジタル経済などの分野に
法人所得税減免の優遇措置を設け、タイ東部 3 県にま
たがる経済特区（「東部経済回廊」）への投資促進によ
り第四次産業革命を推進していく成長戦略 "Thailand 
4.0158" を推進している。新型コロナウィルス感染拡大
によりプロジェクトには遅れも見られるが、入国制限
の緩和や経済の回復に伴い再開、進展していくことが
期待される。
　タイは、少子・高齢化が急速に進展しており、慢性
的な人手不足という構造的な問題に直面しており、
2020 年を除き、近年の失業率は 1％台で推移している

第Ⅰ-2-5-18 表　ASEAN 諸国、インドの産業戦略の例

資料： 福地亜希・小宮佳菜（2022）「コロナ禍を踏まえた ASEAN 諸国の中長期的な成長力について」、福地亜希（2021b）「コロナ後を見据えた ASEAN の成
長戦略～戦略的投資により産業高度化と持 続的成長の実現を目指す～」、タイ BOI 資料（https://www.boi.go.th/upload/osaka181226/Article_
EEC_181222.pdf）、熊谷章太郎（2021a）「メイク・イン・インディアの新展開」、岩崎薫里（2020）「デジタル化が進むインド」等から作成。

インドネシア 製造業育成強化、天然資源等の一次産品輸出依存からの脱却。2030 年までに世界の 10 大経済国、2045 年までに高所得国入り。
●国家長期開発計画（RPJMN)2005-2025、国家中期開発計画（RPJMN)2020-2024
●“ Making Indonesia 4.0”（2018 年） 

→デジタル技術を活用した製造業等の革新のためのロードマップ策定食品・飲料、繊維・アパレル、自動車、エレクトロニクス、化学分野を強化。外
資誘致等。

● 「電気自動車（EV）の促進に関する政令」（2019 年） 
→ 2025 年までに EV 生産比率を 20% に。燃料電池原料のニッケルから EV までの国内一貫生産体制の構築。

タイ 第 4 次産業革命関連政策の推進により、2036 年までに先進国入り。
●“ Thailand 4.0”（2016 年） 

→“EEC:　Eastern Economic Corridor”（「東部経済回廊」）構想（バンコク東部 3 県を対象に、10 分野（次世代自動車、スマート電子機器、高付
加価値の観光・メディカルツーリズム、農業・バイオテクノロジー、未来のための食品、オートメーションおよびロボット、航空・ロジスティクス、
バイオ燃料・バイオ科学、デジタル経済、メディカル・ハブ）について法人所得税減免等。

●  BCG 経済モデル（2021 年） 
→バイオ・循環型・グリーン経済に関する投資、技術革新促進。

マレーシア ●“ Industry4WRD” （第 4 次産業革命推進のための施策）（2018 年） 
→スマートマニュファクチャリング化、生産性向上を目指す中小企業の DX 支援等。

●“ SPV:Shared Prosperity Vision　2030”（2019） 
→第 4 次産業革命の推進やグリーン成長、イスラム金融、ハラルフードのハブとしての発展。 
格差解消による繁栄の共有。

シンガポール ●“Smart Nation”（2014 年）デジタル戦略構想。
●  Industry Transformation Map（2017 年） 

→ Smart Nation に基づき策定。製造業や建設等業種ごとに労働生産性向上、イノベーション促進。
●  EST:Emerging Stronger Taskforce によるコロナ後の経済戦略に関する提言（2021 年） 

→デジタル化、環境ビジネス等に関する官民の取組強化
フィリピン 貧困の根絶。2022 年までに上位中所得国入り。

●“ AmBisyon Nation 2040”（2016 年） 
→ 2040 年までに貧困層根絶、一人あたり GNI を 3,000 ドルから 12,000 ドルに引き上げ。

●“ PDP:Philippine Development Plan 2017～2022”（2017 年） 
→大規模インフラ整備計画”Build Build Build”の推進と財源確保のための税制改革、人材育成、社会サービスの拡充を通じた貧困削減。

●“ IPP:Investment Priorities Plan”(2021 年 ) 
→パンデミック対策に関連する必須物品・サービス、都市部以外の雇用機会創出関連活動、基準を満たす製造業・農林水産業・関連するインフラやサー
ビスを優先投資分野として優遇。

インド 2030 年までに世界 3 位の経済大国へ。
●“  Make in India“（2014 年） 

→国内製造業振興（GDP 比率 25％へ）を通じた雇用創出、貿易赤字縮小、輸出拡大を目指す。
●“ PLI：Production Linked Incentive Scheme”（“Make in India”推進のための生産連動型優遇政策）”（2020 年） 

→輸送機械、電子機器、製薬、食品、繊維等 25 業種の振興策。基準年からの売上の増加額に応じて一定の奨励金を給付。 
→“SPECS”（電子部品・半導体製造関連設備投資への補助金給付）、”EMC2.0”（電子機器製造プロジェクトへの補助金給付）　

●“ Digital Inia”（2015 年） 
→全国民へのデジタルインフラの提供、行政サービスのオンデマンドでの提供、デジタル化を通じた国民のエンパワーメント。 
→ JAM トリニティ（低所得者の銀行口座開設（Jan Dhan Yojana）、国民識別番号制度（Aadhaar）を紐づけ、モバイル端末でアクセス（Mobile））
の推進。

�
156	外務省（2021）「海外進出日系企業拠点数調査」（2021 年 7 月 20 日）（https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page22_003410.html）、タイ

については元データとして示されている JETRO バンコク事務所「タイ日系企業進出動向調査 2020 年」の数値で他の国々と比較した。
157	 世界知的所有権機関（WIPO）の “Global Innovation Index” におけるイノベーションに関する国別ランキング（2021 年）で、タイは 43 位、

ベトナムは 44 位であった。
158	タイ政府は、農業中心の「1.0」、軽工業中心の「2.0」、重工業中心の「3.0」、デジタル技術による産業の高度化を目指す「4.0」と経済の段

階的移行を説明（上原（2017））。

190 2022 White Paper on International Economy and Trade

第２章 世界経済の動向と中長期的な経済成長に向けた取組



（第Ⅰ-2-5-19 図）。ASEAN 域内の他の国々（シンガ
ポールを除く）やインドに比べても、足下の高齢化率
は既に高く、今後も急速に高齢化が進んでいく見通し
である（第Ⅰ-2-5-20 図）。マネジメント、エンジニア、
ワーカー等、様々な職種で人材不足が指摘されており、
コロナ禍により、外国人材の入国が制限されたことで、
人手不足の問題にさらに拍車がかかっている。産業高
度化を支える高度人材の育成も急がれる。また、タイ
は、後述のインドと似て、GDP に占める比率の低い
農業に従事している就業者の比率が高い（2020 年時
点で 31％）。特に農村においてベビーブーム世代の滞
留が指摘されており 159、高齢化も都市部より早いス
ピードで進展していくと考えられる。それに起因する
様々な社会課題の解決に向けた取組も求められている。

●インドネシア
　インドネシアも中所得国段階に 30 年以上とどまっ
ており、「中所得国の罠」のリスクが懸念される。イ
ンドネシアは、2030 年までに世界の 10 大経済国に、
2045 年までに高所得国になることを目指して、中・
長期の国家開発計画や、デジタル技術を活用した製造
業等の革新のためのロードマップ "Making Indonesia 
4.0" を策定し、天然資源等の一次産品輸出依存（第Ⅰ
-2-5-21 図）からの脱却と国内付加価値の増大に向け
た取組を行っている。特に、サステナビリティとの関
係で成長が期待され、インドネシアの脱炭素のコミッ
トメント 160 でも言及されている電気自動車の開発・
製造について、リチウムイオン電池原料のニッケル鉱
採掘から自動車本体までの国内一貫生産体制の構築を
目指している。このうちリチウムイオン電池の製造に
ついては、ニッケル鉱採掘・製錬、電池製造、充電設
備整備、電池のリサイクル等全般にわたる役割を担う
ため、2021 年 3 月、国営インドネシアバッテリー公
社（IBC）が設立された。リチウムイオン電池のサプ
ライチェーン構築には大規模な投資 161 や高度な技術
が必要とされており、海外企業との連携が重要になっ
てくる。日本企業のほか、中国や韓国、台湾の企業な
どが合弁会社への出資を行い、電気自動車関連の製造
拠点設置に向けた動きを見せるなど、インドネシアの
電気自動車サプライチェーン構築に積極的に参画して
いる。

第Ⅰ-2-5-19 図　タイの失業率の推移

第Ⅰ-2-5-21 図　
インドネシアの輸出における品目別内訳（2021 年）

第Ⅰ-2-5-20 図　
アジア各国の高齢化率（65 歳以上人口比率）の見通し
（中位推計）

備考：2020 年以降は推計。
資料：IMF「World Economic Outlook （April,2022）」から作成。
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�
159	大泉（2019）
160	インドネシアは 2060 年のカーボンニュートラルを目指しており、NDC において脱炭素化された電気の利用、効率的な交通機関システム

や電気自動車の開発を明記している（上野渉、シファ・ファウジア（2022）「EV 車両・電池のサプライチェーン拠点化を目指す（インド
ネシア）」（2022 年 3 月 25 日）（JETRO ウェブサイト）。

161	IBC によると年間最大 140GWh の電気自動車用電池のサプライチェーン構築には総額約 153 億ドルの投資が必要となる（上野・ファウジ
ア（同））。
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　こうした取組がインドネシアの産業高度化、経済の
高付加価値化につながっていくことが期待されるが、
課題もある。例えば、電気自動車用の充電設備につい
ては、インドネシア政府は 2030 年までに一般充電ス
テーションを 3 万 1,859 台、電動二輪用の一般電池交
換ステーションを 6 万 7,000 台に増設する計画だが、
2021 年末時点で前者は 267 台、後者は 266 台にとど
まっている 162。リチウムイオン電池の国内製造推進
の取組は、世界最大のニッケル鉱埋蔵量を有するイン
ドネシアならではの強みを活かした産業戦略といえる
が、鉱物資源の国内付加価値向上のために実質的な
ニッケル鉱の輸出停止を行っていることなどには、国
際貿易ルール上の懸念がある 163。

●インド
　インドの経済規模（名目 GDP）は、2021 年時点で
世界 6 位 164 であるが、インド与党（BJP）は 2030 年
までに世界 3 位となることを目指している。しかしな
がら、世界の工場としてグローバルなバリューチェー
ンに参画することで高成長を実現した中国と比べ、
GDP の伸びは緩慢である（第Ⅰ-2-5-22 図）。GDP に
占める比率が 18％程度の農業に就業人口の 40％以上
が従事しており（第Ⅰ-2-5-23 図）、農業の生産性の
向上とともに、農村に滞留する労働力を吸収する産業
の育成が求められているといえる。新興国では、繊維
加工や機械の組立てといった製造業の労働集約部門の
雇用創出力が期待されるが、インド経済における製造

業の比率は 1970 年代に若干上昇したものの、その後
は同程度の比率にとどまり、2010 年代は低下傾向に
ある（第Ⅰ-2-5-24 図）。インドの場合、経済におけ
る農業の比率の低下とともに、製造業ではなくサービ
ス業の比率が上昇している点が特徴的である（同図）。
製造業の付加価値が伸び悩む中、貿易収支も大幅な赤
字となっており、インドの経常収支は慢性的に赤字で
ある（第Ⅰ-2-5-25 図）。通貨や物価安定の観点から
は経常収支赤字の縮小が望ましく、赤字の主要因であ
る貿易収支の改善が求められている。
　モ デ ィ 政 権 は、2014 年 に 産 業 振 興 策 "Make in 
India" を打ち出し、投資環境の整備を通じた直接投資
の促進、国内製造業振興を通じた雇用創出、貿易赤字
縮小、輸出拡大を目指すとともに、GDP における製

第Ⅰ-2-5-22 図　インドと中国の名目 GDP の推移

資料：IMF 「World Economic Outlook （April,2022）」から作成。
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資料：UN Stats、ILO Stats から作成。
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資料：UN Stats から作成。
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162	上野・ファウジア（同）。
163	インドネシアは鉱物資源の高付加価値化のため、2009 年の新鉱業法に基づき、2014 年以来、未加工鉱物の輸出制限を行ってきた。一部緩

和措置が採られる等の運用の変更もあるが、ニッケル鉱については、現在、完全禁輸措置が採られている。日本は新鉱業法の成立以降、
WTO の物品理事会・TRIMs 委員会、日インドネシア EPA に基づく投資小委員会において繰り返し懸念を表明。首脳レベルや閣僚レベ
ルでも懸念を表明している。2019 年 11 月、EU は本件について WTO 紛争解決手続上の協議要請を行い、2021 年 2 月、パネルが設置さ
れている（経済産業省（2021）「不公正貿易報告書 2021」）。

164	IMF「World Economic Outlook (April, 2022)」による推計。米ドルベース。
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造業の比率を 25% に引き上げるべく取組を進めてい
る 165。2020 年には、"Make in India" 推進のための生
産連動型優遇政策である "PLI：Production Linked 
Incentive Scheme" が導入された。これは、輸送機械、
電子機器、製薬、食品、繊維等の振興のため、基準年
からの売上の増加額に応じて一定の奨励金を給付する
ものである。これまでに自動車や自動車部品、白物家
電など、産業分野ごとの PLI 対象企業が順次決定さ
れており、日本企業も選定されている。PLI と平行し
て "SPECS"（電子部品・半導体製造関連設備投資への
補助金給付）、"EMC2.0"（電子機器製造プロジェクト
への補助金給付）、"FAME"（電気自動車購入補助金）
などのスキームも用意されている。インドでは海外の
携帯電話メーカーやその受託生産企業等の集積が進ん
できており、通信機器の国内生産額も 2010 年代半ば
以降、急速に増大している（第Ⅰ-2-5-26 図）。これ
と並行して携帯電話の輸入の減少が見られ、特に
2019 年以降は、輸出が輸入を上回って推移する（第
Ⅰ-2-5-27 図）など、携帯電話の生産・輸出拠点とし
てのポテンシャルを示しつつある。PLI については携
帯電話等のエレクトロニクス分野のほか、自動車・自
動車部品、白物家電、医薬品等についても対象企業の
認定が行われており、今後の動きが注目される（医薬
品については既に 2000 年代半ば以降、急速に輸出が
拡大している（第Ⅰ-2-5-28 図））。その一方で、輸入
依存度を下げ国内生産を増やすために製造品目の関税
を段階的に引き上げる「段階的製造プログラム
（PMP：Phased Manufacturing Programme）」を導
入していること等には、GATT 等、国際貿易ルール

上の懸念がある 166。また、中間財等の関税引き上げ
を行っていることで加工組立て産業の立地誘致には逆

第Ⅰ-2-5-26 図 　インドの通信機器の生産額の推移

第Ⅰ-2-5-27 図
インドの携帯電話機（HS851712）の輸出入額の推移

第Ⅰ-2-5-28 図　
インドの医薬品、エアコン、自動車、自動車部品の輸
出額の推移

第Ⅰ-2-5-25 図　インドの経常収支の推移

資料：IMF 「Balance of Payments」から作成。
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165	坂本 純一（2021）「メイク・イン・インディアの成果に夜明け？　貿易赤字からひも解く経済構造」（2021 年 4 月 22 日）（JETRO ウェブ

サイト）。なお、2014 年時点の製造業の比率は約 16%。
166	日本政府はインドとの二国間対話において懸念を表明し、措置の改善を求めてきたが、解決には至っていない。2020 年 3 月、日本はイン

ド政府に対し、パネル設置要求を行い、同年 7 月にパネルが設置された。本件については、2020 年 6 月に EU、2020 年 7 月に台湾のパ
ネルが設置されている（経済産業省（2021）「不公正貿易報告書 2021」）。
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効果である可能性もあるとの指摘もある 167。

＜アジアの成長と課題～投資の不足～＞
　インドや ASEAN 諸国等、アジアの新興諸国が現
在の経済成長を維持しつつ、貧困を撲滅し、気候変動
にも対応していくためには、膨大なインフラ投資が必
要となる。第Ⅰ-2-5-29 図は、各国の投資率（名目
GDP に占める総固定資本形成の比率）の推移を見た
ものである。ASEAN 諸国では 1997 年のアジア通貨
危機後、投資率が大きく落ち込んだ。インドネシアは、
2010 年代に 30％台に回復しているが、タイやマレー
シアでは、より低位にとどまっている。アジア開発銀
行の推計によれば、2016 年から 2030 年までの間に必

要となるインフラ投資額は東南アジア 168 で、ベース
ラインで 1,470 億ドル、気候変動への対応を含んだ
ケースで 1,570 億ドル（うち、インドネシアがそれぞ
れ 700 億ドル、740 億ドル）、インドでそれぞれ 2,300
億ドル、2,610 億ドルを見込む（第Ⅰ-2-5-30 図）。不
足額（2015 年時点の投資額との差）の対 GDP 比は、
気候変動対応を考慮したケースの場合、東南アジアで
4.1%（うちインドネシアでは 5.1%）、インドでは 5.3%
に相当する（第Ⅰ-2-5-31 図）。なお、GDP 比で見た
場合のインフラ投資の不足は、アジア全体では気候変
動対応を考慮したケースで 2.4% となっており、イン
ドや東南アジアではアジア平均を大きく上回っている
ことが分かる 169。

　また、中所得国の罠を回避し経済の高付加価値化を
目指すためには、研究開発投資の増大が必要であるが、
インドや ASEAN 諸国の GDP に占める研究開発支出
は低位にとどまっている（第Ⅰ-2-5-32 図）。

② 	サステナビリティをめぐる課題　～気候変動問題
への対応から～

　東南アジアでは、近年、気候変動を原因とする災害
が多発しており、経済社会にも深刻な影響が及んでい
る。各国も、カーボンニュートラル目標や再生エネル
ギー導入目標を表明し、取組のためのマスタープラン

第Ⅰ-2-5-31 図
2016～2030 年までの年間インフラ投資需要額に対す
る不足額対 GDP 比

第Ⅰ-2-5-30 図
2016～2030 年までの年間インフラ投資需要額

第Ⅰ-2-5-29 図 
アジア諸国の投資比率（総固定資本形成対 GDP 比）の
推移

備考：実質（2015 年価格）ベース。
資料：UN Stats. から作成。

（%）

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

20
20

0

10

20

30

40

50

60
タイ

タイ

マレーシア

マレーシア

ベトナムフィリピンインド インドネシア
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資料： 福地・小宮（2022）、ADB（2017）「Meeting Asia’s infrastructure needs」
から作成。
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167	熊谷章太郎（2021b）。なお、本パラグラフの記述は、同資料を参考にした。
168	ここでは、カンボジア、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、タイ、ベトナムの 7 か国。
169	本パラグラフの記述は、福地 ・小宮（2022）「コロナ禍を踏まえた ASEAN 諸国の中長期的な成長力について」、ADB（2017）「Meeting 

Asia’s infrastructure needs」を参考にした。
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を策定している（第Ⅰ-2-5-33 表）が、アジア諸国の
足下の電源構成を見ると、CO2 排出比率の高い石炭
火力に依存している国々も多く（第Ⅰ-2-5-34 図）、
再生エネルギーの利用についても、天候や地理的な条
件に鑑みると世界の他地域に比べ安定的な確保は容易
ではない（具体的には、降水量が多く、未利用の遊休
地が少ないため、中東やアフリカ、豪州内陸のような
砂漠地帯と比べて太陽光による実発電効率が低い、ま
た、一部の沿岸部を除き欧州と比べて風速が弱く、台
風等の影響から年間を通じた安定的な風力エネルギー
が得にくい等の実情がある 170）。東南アジアの電力需
要 は 2020 年 時 点 の 1,111TWh か ら 2050 年 時 点 で
2,843TWh と今後 30 年間で 2.5 倍以上になる見込みで

第Ⅰ-2-5-32 図 
アジア諸国の研究開発支出対 GDP 比の推移

備考：データのない年もある。
資料：UNESCO Database から作成。
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第Ⅰ-2-5-33 表　ASEAN 諸国、インドのカーボンニュートラル達成時期、再生エネルギー導入に関する目標

備考： 2022 年 1 月時点の情報に基づく。ベトナムは第 7 次電力開発計画（PDP7）ベース。
資料： 福地・小宮（2022）、シンガポール経済開発庁ウェブサイト（https://www.edb.gov.sg/ja/newsroom/news-library/supplying-electricity-from-austra-

lia-to-singapore.html）、駐日インド大使館ウェブサイト（https://www.indembassy-tokyo.gov.in/public_files/assets/pdf/PR_India_Climate_Change_
Japanese.pdf）から作成。

第Ⅰ-2-5-34 図　ASEAN 諸国、インドのエネルギー別電源構成（2020 年）

資料：「BP Statistical Review of World Energy（July 2021）」から作成
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�
170	経済産業省（2022）「カーボンニュートラル実現に向けた国際戦略」（産業構造審議会産業技術環境分科会グリーントランスフォーメーショ

ン推進小委員会 / 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 2050 年カーボンニュートラルを見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委
員会合同会合第 4 回事務局提出資料）（2022 年 3 月 1 日）
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あり、当該増加分を全て再生エネルギーで賄うといっ
たアプローチは、アジア諸国にとって必ずしも現実的
ではない 171。また、カーボンニュートラル目標達成
のためには、エネルギーの脱炭素化、各分野でのエネ
ルギー効率の改善、土地の利用方法の変更等といった
大規模な取組が求められる。ある試算では、パリ協定
の目標達成のために 2050 年までの毎年東南アジアが
必要とする投資額は約 1,410 億ドルに上る 172。こうし
た資金需要を満たすためのファイナンスの拡充が求め
られるほか、アジアの実情を反映した多様なアプロー
チで脱炭素化への移行の取組（トランジション）を支
援するプログラムが必要である。

③ アジアの課題解決に向けた日本政府の取組
　東南アジアやインド等、アジア新興諸国の諸課題の
解決に向けて、日本としてもアジアのパートナーとし
ての役割を果たしていくことが求められている。経済
の高付加価値化、産業の高度化への取組における技術
面、人材面での協力や、環境問題や少子高齢化の問題
等、日本が課題先進国として取り組んできた分野につ
いて、その経験を活かした協力、アジア諸国と類似し
たエネルギー構造を有する日本ならではのカーボン
ニュートラルに向けた支援等が挙げられる。また、デ
ジタル技術の活用を通じてアジアの社会課題を解決す
る取組やアジアのサプライチェーンの強靭性を高める
取組においてアジアとの連携を深めることは、日本の
成長にとっても重要な意味を持つ。
　経済産業省は、2021 年 5 月、「アジア・エネルギー・
トランジション・イニシアティブ（AETI）」を公表し、
各国のカーボンニュートラルの実現のためのロード
マップ策定支援や、現実的なエネルギートランジショ
ンに向けた１億ドル規模の先導的な事業展開（アンモ
ニア混焼等によるゼロエミッション火力発電の推進

等）、アジア版トランジションファイナンスに向けた
検討、再生可能エネルギーやエネルギーマネジメント
ビジネスに関する官民一体となった協力の推進等、具
体的な支援に取り組んでいる。また、2021 年 10 月の
日 ASEAN 首脳会談において日本から提唱した「日
ASEAN 気候変動アクション・アジェンダ 2.0」に基
づき、ASEAN 地域の脱炭素社会への移行に向けた取
組を推進している。日本政府は、この AETI や「日
ASEAN 気候変動アクション・アジェンダ 2.0」を強化・
具体化しつつ、ゼロエミッション技術の開発や水素イ
ンフラでの国際共同投資、共同資金調達、技術等の標
準化、カーボンクレジット市場を含む「アジア・ゼロエ
ミッション共同体構想」の実現を目指し、アジア諸国
との連携を推進していく。このほか、本白書第Ⅱ部第
2 章でも触れているように、アジアの社会課題解決と
価値創造のための DX 事業支援にも取り組んでいる。
2022 年 1 月に公表した「アジア未来投資イニシアティ
ブ（AJIF: ASIA-Japan Investing for the Future 
Initiative）」で示されているように、例えば、国内産
業の育成によりサプライチェーンでより付加価値の高
い分野を担うことや、新たな産業づくりに向けた基盤
となるデジタル化等の技術・ノウハウ・人材を獲得・
育成すること、デジタル化・電子化を通じて貿易手続
コストを削減し貿易を拡大すること、サプライチェー
ン管理を高度化すること、社会課題の解決とサステナ
ビリティを実現すること、高齢化が進んでいく中で高
齢者等へのケアサービスや健康促進の取組を導入する
ことといった課題に関する ASEAN 諸国の深い関心
を踏まえ、サプライチェーン、連結性、デジタル・イ
ノベーション、人材、グリーン・脱炭素の五つの分野
で協力が実施されていく。こうした取組を通じて、日
本とアジアが一体となって持続的な成長を実現してい
くことが期待される。

�
171	経済産業省（2022）
172	清水（2022）。試算は IRENA （International Renewable Energy Agency）による。
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